






























社会的側面をみれば、ザンビアは 21 世紀初頭、総人口約 1,000 万人（CSO　2001）
の約 72％が一日 1 ドル以下で生活する貧困層であった。特に農村部では貧困が深刻化


















2002 年には、ザンビアにおける難民人口は 27 万人と最多を記録した（UNHCR　
2013）。アンゴラ紛争が 2002 年に終結すると、2003 年から 2006 年にかけて UNHCR
によるアンゴラへの帰還事業が実施された。今日では、アンゴラおよび一部のルワ
ンダ難民の地位解消を経て、ザンビアの難民総人口は 2 万 6,574 人まで減少している
（UNHCR　2016）。うち、コンゴ難民が 1 万 9,260 人、ルワンダ難民が 1,536 人、ブル
ンジ難民が 2,600 人、ソマリ難民が 2,034 人、その他となっている。
ザンビアの難民保護が国際基準に沿うべく、ザンビア政府は国連難民高等弁務官事


















2002 年、国連総会に「難民保護への課題」 （1）が出され、「コンベンション・プラス」 （2）
アプローチが提示された。このコンベンション・プラスでは「難民のための開発型支
援（Development Assistance for Refugees: DAR）」および「地元地域への定住を通じた













と OAU 条約に加入し、1970 年には「難民（管理）法」（Refugee Control Act, Law of 
Zambia, Chapter 120）を制定した （3）。その後、国内にマユクワユクワ、メヘバ、ウク
ミ、ナングウェシ、カラとムワンゲの 6 か所の難民収容施設が設置されたが、21 世紀
に入り難民人口の減少もあって閉鎖が相次いだ。2016 年 8 月現在ではマユクワユクワ
とメヘバの 2 か所がある。






資金・技術協力を通じて実施した開発型事業の総称である。2003 年から 2009 年の間、
ザンビア西部の難民受け入れ地域である農村部を対象として様々な取り組みがおこな
われた （5）。こうしてザンビア・イニシアチブは 2003 年に西部州でパイロット事業とし
て立ち上げられ、2005 年には北西部州に同様の取り組みが拡大された （6）。それには今
日残るマユクワユクワ難民定住地およびメヘバ難民定住地のほか、2006 年 12 月に閉
鎖されたナングウェシ難民キャンプが含まれていた。
ザンビア・イニシアチブは、日本政府をはじめ、アメリカ、スウェーデン、デンマー































2013 年 12 月の時点で該当する総人口は、2 つの難民定住地および都市、農村などの
元難民 2 万 3,758 人であり、うち、1,144 人が短期の居住許可書発行の許可がでている。
2015 年 9 月、ザンビア内務省は法的地位移行の適用範囲を拡大したため （8）、2016 年
1 月現在で約 4,000 人の元ルワンダ難民と 1 万 9,000 人強のほぼ全てのアンゴラ元難民
が社会統合プロジェクトでの法的地位移行において適用対象となった。このうち、約
5,800 人のアンゴラ元難民の審査が終了し、1,689 人のパスポートがアンゴラ政府から































された、アフリカにおいて最も古い難民定住地の一つである （10）。2016 年 1 月現在で、
難民が 5,412 人、庇護申請者が 44 人住んでいるほか、社会統合プロジェクトを通じて
法的付与が完了しているアンゴラ元難民が 6,561 人、ルワンダ元難民 141 人に対し、
居住許可書取得のための法的適用および定住地から再定住スキームの区画への移住が
進められている過程にある （11）。
元難民への法的付与は、2013 年末時点で 1,537 人該当者がおり、1,183 人が申請を
おこなった。その後該当者の範囲が拡大されたこともあって、2016 年 1 月現在では




に拡大し、150km2 の再定住地が整備された。再定住地内は国土省が GPS にて 5ha ず
つ入植者へ再配分するプロットを設定している。NGO である Habitat for Humanity が
支柱やセメント資材を提供し、区画ごとの家屋の建設が進んでいる。そのほか、NGO







た定住地である。開設以降その人口は増加し、1997 年現在ではおよそ 2 万 6,000 人の
アンゴラ難民が居住していた（Bakewell　2000）。2016 年 1 月現在、難民が 8,935 人、
庇護申請者が 283 人住んでいるほか、社会統合プロジェクトを通じて法的付与が完了
しているアンゴラ元難民が 6,601 人、ルワンダ元難民 2,758 人が住んでいる。
社会統合プロジェクトの進行状況は、マユクワユクワ同様、元難民への法的付与が





に拡大し、総面積 720km2 のうちの 320km2 の再定住地が整備された。再定住地内は国













































開発委員会（Local Development Comitee）が 22 設けられてプロジェクトが実行された。
（7） ただし、実施期間は、フレームワークの実施に伴い、土地権利書の獲得などの遅れを補う
ため 2016 年まで 1 年間延長されることとなった。
（8） 2013 年当時、アンゴラ元難民に関しては 1966 年から 1986 年にザンビアへ避難してきた難
民に対して適用されていた。これを 2015 年には 2003 年までに拡大した。
（9） Food and Agriculture Organization
（10） 定住地設置にあたっては、この地域の主たる民族集団であり、その土地を統括するンコヤ
のチーフが許可を与え、ザンビア政府および LWF(Lutheran World Federation）、UNHCR
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などの国際機関によってその運営がなされてきた。
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